
第40回消費者教育推進会議における説明内容（主なもの）

（消費者庁）
○ 消費者が地球環境問題等の社会課題に関心を持ち、行動や実践につなげていくための課題を分析し、行動変容を促
すための取組の方向性を明らかにすることを目的とする「グリーン志向の消費行動に関するWT」を開催。

○ 取りまとめでは、適切な危機感を共有する必要があるという現状認識を提示し、消費者の行動変容を起こすために必
要な５つの視点を提言。

○ 消費者の行動変容を起点とした環境俯瞰の軽減を通じた持続可能な社会の実現についてのイメージ図、「グリーン
志向の消費者３箇条」を作成・公表。

（今後の課題）
○ 30代、40代の子育て世代にも届く、適切な危機感の訴求が必要。
○ 環境省と連携し、消費者に分かりやすい環境ラベルの在り方の検討も必要。環境教育と消費者教育の連携も推進。
○ 生活場面でエシカルやグリーン志向の消費行動が分かる具体的な行動チェックリストの作成・普及を図る。

【消費者を起点とする持続可能な社会の形成に向けた課題と取組】

（消費者庁）
○ ライフステージに応じた場として、学校、地域社会、職域における取組を推進。職域における従業員研修の出前講座の
取組を継続強化していく必要。

○ コーディネーター会議の開催により、先進的な取組事例のノウハウの共有、グループディスカッションでの情報交換、課
題の共有と解決するヒントを話し合った。自治体からの意向・要望、取組、課題をまとめた。

○ 事業者の従業員向け消費者教育の取組としては、企業や業界団体に研修の良さを理解して実施するところにハード
ルがある。進め方に課題。

（未来本部）
○ VR教材の活用・普及に向けたモデルプロジェクトの実施報告。実践ガイドを取りまとめ中。
○ 若手担い手（消費者教育学生リーダー）から、VR教材を活用したモデル講座の実施と課題を報告。

【地域における体系的な消費者教育の推進】

37
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（消費者庁）
○ 消費者が地球環境問題等の社会課題に関心を持ち、
行動や実践につなげていくための課題を分析し、行動
変容を促すための取組の方向性を明らかにすることを
目的とする「グリーン志向の消費行動に関するWT」を
開催。

〇 取りまとめでは、適切な危機感を共有する必要がある
という現状認識を提示し、消費者の行動変容を起こ
すために必要な５つの視点を提言。

〇 消費者の行動変容を起点とした環境負荷の軽減を
通じた持続可能な社会の実現についてのイメージ図、
「グリーン志向の消費者３箇条」を作成・公表。

（今後の課題）
○ 30代、40代の子育て世代にも届く、適切な危機感
の訴求が必要。

○ 環境省と連携し、消費者に分かりやすい環境ラベルの
在り方の検討も必要。環境教育と消費者教育の連
携も推進。

○ 生活場面でエシカルやグリーン志向の消費行動が分
かる具体的な行動チェックリストの作成・普及を図る。



第40回消費者教育推進会議 取組報告②

39

（消費者庁）
○ ライフステージに応じた場として、学校、地域社会、職域に
おける取組を推進。職域における従業員研修の出前講座
の取組を継続強化していく必要。

〇 コーディネーター会議の開催により、先進的な取組事例の
ノウハウの共有、グループディスカッションでの情報交換、課
題の共有と解決するヒントを話し合った。自治体からの意
向・要望、取組、課題をまとめた。

〇 事業者の従業員向け消費者教育の取組としては、企業
や業界団体に研修の良さを理解して実施するところにハード
ルがある。進め方に課題。

（未来本部）
〇 VR教材の活用・普及に向けたモデルプロジェクトの実施報
告。実践ガイドを取りまとめ中。

〇 若手担い手（消費者教育学生リーダー）から、VR教材
を活用したモデル講座の実施と課題を報告。



（自分事として捉え行動変容を促すために必要な視点）
• 消費者の意識変容、行動変容を促して、国民一人ひとりに消費者市民社会の一員になるのは非常に難しい。SDGsの
策定後、エシカル消費で何がどのようによくなったのかが感じ取ることができないことが１つの課題。子供から大人まで地道
に適切な危機感を共有しながら消費者教育を行っていくことがとても大事。エシカル消費普及のために具体的な目標を
掲げて、消費者を含む全ての行動主体が共通の認識を持って取組を進めていけるようにすることが必要。

• 心理的インセンティブに関して、人が行動に移すためには納得感も必要。
• 危機感を持って動機形成し、それが価値観になり、判断力に影響を及ぼすことができるのではないか。

（学校教育での取組・課題）
• 家庭科の授業である程度取り組んでいるが、環境が大事だから頑張ろう程度で終わってしまう。
• 親世代、30代、40代がエシカルなどの意識が弱いので、一番忙しい世代にどう消費者教育を届けるかが課題。
• 学校現場での学びでは危機感が薄く、取組の行動を取った後の成果の実感も課題。数値や具体的な現象の中で取り
組む意義や、成果も遠いスパンのものもあるとは思うが手近な実感が得られるようなものがあると、中学生や小学生段階
に指導しやすい。

• 生徒たちに自分たちがやったことは社会を変える力があるということを伝えることが、循環を回していくためにも大切。高校
の家庭科にホームプロジェクトという学習があり、家庭で実践し広げていくことも大切。

• 生徒たちの納得感や自分事化するのにホームプロジェクトが適している。生徒が探究的に課題設定をして解決するという
一連の学びがないと自分事に落とし込めない。高校の家庭科で、ホームプロジェクトに力を入れていくのがよい。

（事業者との連携、市場の仕組み化）
• 消費者が認知して環境商品を購入し、環境に配慮されていたのだと実感できるためには、企業とのコミュニケーション、仕
組み化が重要。グリーンウォッシュが横行しないような仕組みづくりも含め、各省庁の脱炭素の見える化に向けた取組と連
携しながら、消費者のエンパワーメント、消費者教育の観点から議論を深めていくことが必要。

• 事業者としても、消費者啓発の取組を通じて地道に取組を発信していきながら、消費者との双方向のコミュニケーション
を実現していくことが重要。

第40回消費者教育推進会議における御意見（主なもの）
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【消費者市民社会の形成とエシカル消費の推進】



• 学校と連携しながら地域社会にアウトソースしていくことも必要。例えば、地域のスポーツチームとサステナブルな教育を展
開すると、エシカルやサステナビリティに関心のない人たちの参画が期待できる。

• 啓発活動を行う人材は、消費者教育に特化した人でなくてもよい。人を集められるような人望のある人やコミュニケーション
力の高い人が担うと面白いし、内容も伝わりやすい。

• 消費者団体、地域のNPO等、地域で活動している人たちの取組、成功事例を届けていくことが必要。

第40回消費者教育推進会議における御意見（主なもの）
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【地域における体系的な消費者教育の推進について】
• 学校教育、地域の企業、社協、消費者団体、NPO等様々な主体のネットワーク化（パートナーシップ）を図る仕組みが
あるとよい。

• 消費者行政以外の部局・団体等との連携も必要。
• 一定の規模の自治体であればコーディネーターの複数化を進めていくことが必要。
• 教育委員会、大学、専門学校等の教育機関等との連携の推進
• 教育現場は多様化しており、都心と地方でのニーズの違い、教員や生徒、学校の事情に応じたコーディネートが必要。 
• 消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の意義や役割について周知が必要。

【学校等との連携強化・コーディネーターの活動支援】
• コーディネーターの学校向けの具体的な活動内容・役割を周知していくことが必要。
• 教員研修等を通じて、教育委員会側の理解の向上を図ることが必要。
• 情報リテラシー、AIの活用、金融教育は次の教育の大きなテーマ。消費者教育は単にトラブル防止だけではなく、実際の
生活場面で活きる「思考力」や「判断力」の育成に格好の教育内容であるという理解を図ることが大切。

• 「カリキュラム・マネジメント」といった学校で使われる言葉（キーワード）を使って学校に広報していくのが重要。
• 消費者教育を自治体の教育施策の柱として位置付けると進みやすい。アクセスも大事なので、ワンアクションで担当者や
コーディネーターに連絡を取れるとよい。

• 学校のカリキュラム・マネジメントに詳しい教員OBや校長経験者などがコーディネーターをしている自治体での成功事例を
参考に、各自治体で工夫を凝らした取組が必要。

【担い手の育成方策】



第40回消費者教育推進会議における御意見（主なもの）

42

• 教材を作っただけでは使ってもらえないので、先生たちがどのように使えばいいかが分かる資料、指導案やワークシート、スラ
イド資料等をセットにしておくことが必要。

• 教材もデジタルは親和性が高い。API化してAIを組み込むことによって、多様化した人たちのニーズに合わせた教材が作れ
る。ファクトチェックできる人、精査ができる高度な人材が必要。消費者教育の内容で問題がないというのを見極める人が
いれば、いろいろな質問にその場で答えてくれる教材が今後ネット経由でできるのではないか。

• 総務省のデジタル活用の支援講習会や、デジタル庁のデジタル推進委員が市民ボランティアのネットワークを構築して、地
域で互いが学び合うような仕組みを作っている。消費者教育でもそういったやり方ができるとよい。

【デジタル時代への対応】

【職域での消費者教育の強化】
• 生活のリスクの対策をしないと従業員が安心して働けないということを強調して、消費者教育を進めるとよい。生活のリスク
には、防災、防犯、事故防止、感染症や急性の病気の予防があるが、詐欺被害、ギャンブル、お金の使い過ぎ、事故防
止などのリスクへの対応を扱い、安心して働けるように教育プログラムを組み、エシカルも総復習できるとよい。

• オンラインカジノや投げ銭のような問題は、メンタルヘルスという視点も要る。企業は従業員のメンタルヘルスには非常に重
要なファクトを持っているので、依存性の高い消費者問題に関してアプローチしていくと、企業側も見てくれる。

• 消費者志向セミナーで事業者に興味・関心を持ってもらために、カスタマーハラスメントをテーマにした経緯がある。消費者
側、事業者の方の双方に関心を持ってもらえるテーマと関連づけるとよい。

• 事業者には消費者志向経営についての理解が必要。消費者志向経営の理解を促すような教育を届けるための有効な
成功例として、各業界団体への働きかけが重要。

• 商工会議所との連携して体制を構築するのは難しい。消費生活アドバイザーに講師養成講座を受けてもらい、所属する
企業で自身が講師となって研修をするパターンもある。

• カスタマーハラスメントに関する研修や勉強会はニーズとしては高い。企業、商工会議所へのアプローチは、人事部門が企
画している研修の中に消費者教育を入れようとすると、消費者対応部門との間で調整がつきにくい。企業の従業員を介し
てクライアントに情報提供するということもできる。


